平成25年度

地域の技術シーズを活用した再エネ・省エネ対策フィージビリティー調査
提案書
平成25年　　月　　日
　様
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
提案団体名　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印
平成25年度地域の技術シーズを活用した再エネ・省エネ対策フィージビリティー調査について下記のとおり提案します。
記
1． 提案名：
　　　　　　　
２．提案内容：別添様式のとおり
平成25年度　地域の技術シーズを活用した再エネ・省エネ対策フィージビリティー調査
提案内容
1．取組の概要等
	（1）取組の概要

	（取組の概要・全体像を記載すること。）


	（2）取組の背景

	（取組を行うに至った背景について記載すること。）
（取組の方向性と地方公共団体等の施策の整合性について記載すること。）


	（3）取組の実施体制・役割分担

	（取組の実施体制及び役割分担について具体的に記載すること。）
（産学官等との連携、地方公共団体の関与について記載すること）


	（4）取組の実施スケジュール

	（取組の実施スケジュールを具体的に記載すること。）


	（5）開発を想定している製品

	（開発を想定している製品の概要について、可能な範囲で詳細に記載すること。）


	（6）地域等の技術シーズ

	（取組に活用できそうな地域等の技術シーズとその主体について、把握している範囲で記載すること。）


	（7）地域の低炭素化ニーズ

	（地域の再エネ・省エネに関する低炭素化ニーズについて、把握している範囲で記載すること。）



2．フィージビリティー調査の内容
	（1）調査の概要

	（調査の概要・全体像を記載すること。調査の目的、必要性を併せて記載すること。）


	（2）調査の実施体制及び役割分担

	（調査の実施体制及び役割分担について具体的に記載すること。）


	（3）調査の方法

	（以下の調査項目ごとに、行おうとしている調査の方法を具体的に記載すること）
①地域等の技術シーズに関する調査（技術シーズのマッチング調査を含む）
②地域の低炭素化ニーズに関する調査
③技術シーズと地域の低炭素化ニーズのマッチングに関する調査
④低炭素化に向けた調査手法
⑤事業採算性に関する調査
⑥製品の地域内普及及び地域を越えた普及に関する調査
⑦地域経済の活性化、雇用創出効果
⑧調査の途中経過を踏まえた、取組の改善に関する調査


	（4）調査の実施スケジュール

	（（３）の調査の実施スケジュールについて具体的に記載すること。）



　フィージビリティー調査費積算内訳
提案名：
	経費区分
	金額
	内容
	備考

	人件費
人件費計
	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
小計　　　　　　　　　　　　　
	

	業務費
　
諸　　謝　　金
旅　　　　　　費
備　　品　　費
消　耗　品　費
印 刷 製 本 費
通 信 運 搬 費
借 料 及 び 損 料
　
会　　議　　費
賃　　　　　 金
雑 役 務 費
外   注   費

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　＝
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＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
＠　　　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
	

	業務費合計
	
	
	

	小　　　　　　計
	
	（人件費+業務費）
	

	一般管理費
	
	（人件費+業務費-外注費）×15％以内＝　　　　　　　　以内
	

	計
	
	
	

	消費税及び地方消費税
	
	
	

	合計
	
	
	


本事業で計上できる経費について

　本事業で直接経費として計上できる経費及びその説明は下記のとおりです。
	区分
	細目
	説明及び内容

	人件費
	
	事業に直接従事した職員等の人件費（原則として、本給のほか、賞与、諸手当及び社会保険料事業主負担分を含む。住居手当等は対象外）。

	業務費
	諸謝金
	事業への寄与に対する謝金。会議出席謝金、講演謝金、原稿執筆謝金、専門的知見や助言等に対する謝礼など。

	
	旅費


	　事業に直接従事する職員の業務、調査、連絡等に必要となる旅費。環境省との打合せに必要な旅費は本費目に計上する。

	
	備品費
	備品（税込単価５万円以上の物品）の購入に係る費用。

※事業に実施にあたり、購入が必要となる備品は、採択後、契約締結前に環境省と協議が必要。

	
	消耗品費
	消耗品（税込単価５万円未満の物品）の購入に係る費用。

	
	印刷製本費
	会議資料、図面、報告書等の印刷製本、CD-Rへの焼き付け等に必要な費用。

	
	通信運搬費
	郵便料、電話料、輸送料、高速道路利用料等の経費。

	
	借料及び損料
	機械器具の借料及び損料、会場借料、物品使用料及び損料に必要な経費。

	
	会議費
	会議等に支給したお茶の類、その他会議に付随して支給した飲食物の類に要する費用。

※原則として、飲み物（アルコール類を除く。また、規程がある場合を除き、１人あたり税抜300円を限度とする）と弁当（規程がある場合を除き、１人あたり1,500円を限度とする）のみ支給可能。

	
	賃金
	事業の補助員を雇用する賃金（会計など事務補助、事業執行の補助等の業務が対象）。

	
	雑役務費
	役務外注費（一般管理費、諸経費等、間接的経費を含まない）、各種保守料、派遣会社を通じた事務員等に必要な経費。

	
	外注費
	事業の実施に際して必要となる業務の一部を他社に請け負わせるのに必要な経費（一般管理費、諸経費等、間接的経費を含むもの）。

※外注費は、直接費（人件費及び業務費）と間接経費（一般管理費）の合計額の１／２以上は認められない。

	間接経費
	一般管理費
	下記算出式で算出された金額未満の金額を計上

（（人件費＋業務費）－（外注費））×15%以内

	消費税
	
	消費税及び地方消費税


※試作品の開発・詳細設計に係る費用は認められません。（自費負担により開発し、本ＦＳ調査に活用することは妨げません）
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